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長崎県土木部所管の特定建設工事共同企業体発注工事における 
県外企業と県内企業の３企業構成の場合の出資比率について（通知） 

 
 

長崎県土木部が発注する建設工事の共同請負施工による場合の取扱いについ
ては、「長崎県特定建設工事共同企業体取扱要領」（平成６年８月29日付け６監
第171号。以下、「ＪＶ取扱要領」という。）、「長崎県水産部及び土木部にお
ける「長崎県特定建設工事共同企業体取扱要領」の運用について」（平成20年８
月４日付け20漁第178号及び20建企第308号。以下、「ＪＶ取扱要領の運用」とい
う。）及び「長崎県土木部所管の特定建設工事共同企業体発注工事における県外
企業と県内企業の２企業構成の場合の出資比率について」（平成20年９月17日付
け20建企第402号）により定めているところですが、今般、長崎県土木部では、
下記のとおり取扱いを定めましたので、通知します。 
 つきましては、貴下会員への周知徹底をよろしくお願いします。 
 
 

記 
 
 
１．理由 

県内建設業者の育成と経済的地位向上をさらに推し進め、県内経済の活
性化を図るため。 

 



 
 ２．対象工事 
     長崎県土木部が所管する建設工事 
 
  ３．ＪＶ取扱要領の「８．県外企業と県内企業との組み合わせによる場合の出

資比率」の取扱いについて 
     県外企業と県内企業の３企業構成の場合は、ＪＶ取扱要領８において明

記されてないためＪＶ取扱要領７の出資比率の１構成員あたりの最小限度
基準の２０％として運用していたが、県内企業の出資比率は、「原則とし
て２５％以上」とする。 

 
  ４．入札参加希望者への周知方法について 
     入札公告の「競争入札に参加する者に必要な資格」の「出資比率」は、

「最小限度 ２５％」と記載するものとする。 
     また、代表構成員に県外企業と県内企業の双方の競争参加資格を設定し

ている場合は、「最小限度 ２０％（ただし、代表構成員が県外に主たる
営業所を有する者の場合は、２５％）」と記載するものとする。 

 
５．その他 

この運用に定めがないものについては、「ＪＶ取扱要領」及び「ＪＶ取
扱要領の運用」のとおり取り扱う。 

 
  ６．施行日 
     平成21年４月６日以降に入札公告する建設工事に適用する。 
 
  ７．問い合わせ先 
     長崎県 土木部 建設企画課 公共工事契約指導班 
     ・電話番号   ：０９５－８９４－３０２７ 
     ・ＦＡＸ番号  ：０９５－８９４－３４６１ 
     ・メールアドレス：s08080@pref.nagasaki.lg.jp 
 
 
 




